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第１章 序論 
1.1 研究背景 
2011年 3月 11日に発生した東日本大震災はマグニチュード 9.0を記録し，気象庁の
観測市場最大規模の地震となった．また，地震によって発生した津波により甚大な被害
が発生し，2万人以上の死傷者数，16兆円以上の経済損失を出した戦後最大の自然災害
となった[1-1]．地震発生当時，福島第一原子力発電所では，1~3号機は運転中，4~6号機
は定期点検中という状態であり，1~3号機は地震の発生後原子炉スクラムにより自動停
止したものの，津波の影響により全電源喪失に陥り，核燃料の冷却ができなくなったこ
とにより炉心溶融に至り，水素爆発を起こした．この事故の影響により原子力発電所に
おける事故に対する不安が高まり，原子力撤廃運動が活発になった結果，2012 年 5 月
には，国内の全ての原子力発電所が停止した． 
経済産業省資源エネルギー庁により示されている[1-2]，国内におけるエネルギー源ご
との発電量の推移を Fig. 1-1に示す．2010年では，全発電量のうち原子力は 11.1%を占
めていたが，上述した事故の影響により 2013年には 0%となった．化石エネルギーへの
依存度は，2000年代には 80%程度で推移していたものの，これを補うように 2014年で
は 94.7%まで上昇した．化石エネルギーは言うまでもなく輸入に頼っており，その依存
度の上昇は貿易赤字の増加や国家の安全保障上だけではなく，二酸化炭素排出量の増加
にも繋がる． 
2014 年に閣議決定されたエネルギー基本計画では， 3E+S(Energy Security, Economic 
Efficiency, Environment + Safety)をエネルギー政策の基本方針としており，これに基づい
て長期エネルギー需給見通しを決定した．その中で，エネルギー供給割合を再生エネル
ギーは約 13%，原子力は約 11%まで増加させることを目標に設定している．そのため，
 
Fig 1-1 Trends in primary energy supply in Japan[1-2] 
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発電単価が安く，発電時に二酸化炭素を排出しない水力及び原子力の発電量を増加させ
ていく必要がある[1-3]． 
このような理由から，2015年 9月には鹿児島県・川内原子力発電所，2016年 8月に
は愛媛県・伊方原子力発電所，2017 年 7 月には福井県・高浜原子力発電所が再稼動さ
れ，化石エネルギーへの依存度の低減に貢献してきており，今後もさらなる原子力発電
所の再稼動が検討されるであろう．一方，原子力発電所の新設は世論の影響から難しく，
安全性を確保した上で既存の設備を最大限活用していくことが重要である．アメリカ合
衆国原子力規制委員会(Nuclear Regulatory Commission, NRC)は原子力発電所における原
子炉出力向上手法を次の 3種に分類している[1-4]． 
(1)設備拡張型(Extended, E型)・・・約 20%までの増加であり，高圧タービンや変圧器
等の主要機器の改造を要する． 
(2)ストレッチ型(Stretch, S型)・・・約 7%までの増加であり，大きな設備改造を伴わ
ず，安全解析の再評価等により行う． 
(3)測定精度改善型(Measurement Uncertainty Recapture, MU型)・・・約 2%までの増加
であり，高精度な給水流量計を用いることで達成される． 
これらの手法の中でも，MU型は低コストであり安全性を確保したまま実施出来るた
め注目されており，アメリカや台湾[1-5]での実施例もある．MU型では，原子炉出力の計
測に関する不確かさを低減することによって出力向上を行う [1-6]．沸騰水型原子炉
(Boiling Water Reactor, BWR)における原子炉出力は，原子炉から流出する蒸気と原子炉
に流入する給水のエンタルピー差により計算される．また，加圧水型原子炉(Pressurized 
Water Reactor, PWR)における原子炉出力は，蒸気発生器への流出入のエンタルピー差と
ブローダウン水が奪う熱量の和で表される．どちらの型式においてもエンタルピー差計
算のためには給水流量計測が求められるが，現状ではフローノズルやオリフィス流量計
が用いられている．その計測不確かさは約 2%であることから，不確かさを考慮し，定
格原子炉出力に対して 102%出力での安全解析を行っている．給水流量計測の不確かさ
を 1%未満に低減できれば，101%での定格運転を行っても安全が担保されることになり，
1%の出力向上が可能となる．そのため，より不確かさの小さい流量として，超音波流量
計の適用が提案されている． 
一方，河川からの流入式水力発電所では，地元自治体との取り決めにより取水流量が
規制されている．そのため，取水流量計の計測不確かさを考慮して取水流量を決定して
おり，その不確かさを低減することで発電量を増加できる[1-7]．また，火力発電所では海
洋環境保護のため冷却水排水温度が規制されており，排水温度の制御のための高精度な
排水流量計測が求められている． 
以上のように，高精度な流量計の開発は，発電所における発電量増加及び安全性向上
に繋がる重要な課題である．これらの発電所では，配管径 0.5 ~ 4 m，流量 1 ~ 40 m3/s程
度の大口径配管における高流量計測が求められている[1-7]． 
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1.2 流量計測技術 
1.2.1 差圧式流量計 
原子力発電所における給水流量計測を含め，幅広く用いられている流量計として差圧
式流量計が挙げられる．Fig. 1-2 に示すように，差圧式流量計は，中央に穴の開いたプ
レート (オリフィス) を配管内に設置し，オリフィス前後での圧力差を計測することで
流量を求めている[1-8]．非圧縮性流体の場合，図のようにオリフィス上流を添え字 1，絞
り部を 2 とすると，圧力 p，断面積 A，断面平均流速?̅?，密度 ρ には以下の関係式があ
る． 
2211 VAVA   (1-1) 
22
2
2
2
1
1
2Vp
V
p

  (1-2) 
これらはそれぞれ連続の式，ベルヌーイの式である．これらの式を整理すると，差圧(p1 
- p2)と流量 Qの関係式が以下のように求まる． 
  212122
11
2
pp
AA
VAQ 



 (1-3) 
実際の計測では，圧力損失のため Eq. (1-3)は成り立たず，流出係数 Cを用いて次のよう
にして流量を求めている． 
  212122
2
pp
AA
CQ 



 (1-4) 
差圧式流量計は構造が単純であるため安価であり，規格に従って製作・設置すれば計測
対象による校正が不要であるという特徴を有する．しかしながら，オリフィスへの異物
付着や磨耗による精度低下がある上，圧力損失が大きいという欠点がある． 
 
 
Fig. 1-2 Schematic of differential pressure flow meter 
 
1.2.2 電磁流量計 
 電磁流量計は，導電性の流体が磁場を横切ると起電力が発生するというファラデーの
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電磁誘導の法則を用いて流量を計測している．配管を挟むように 2 つの電極を設置し，
電極間に磁束密度 Bの磁界を発生させたとき，起電力 Eは以下のようにして表される． 
VCBDE   (1-5) 
ここで，Dは配管径であり，Cは定数である．流量 Q = πD2/4と Eの関係式は以下のよ
うになる． 
CB
DE
Q
4

  (1-6) 
電磁流量計は，配管内部に構造物がないために圧力損失が生じず，圧力や粘度の影響を
受けずに計測可能であるという特徴がある．しかしながら，高温流体や，気体など非導
電性の流体に適用できない． 
 
1.2.3 伝播時間差式超音波流量計 
 伝播時間差式超音波流量計(Ultrasonic time-of-flight flow meter, TOF)は，流体の速度に
よって超音波の伝播時間が変化することを利用して流量を計測している．Fig. 1-3 に示
すように，向かい合わせに取り付けた超音波トランスデューサで超音波パルスの送受信
を行うとき，上流から下流への伝播時間は速くなり，下流から上流では遅くなる．伝播
時間の変化量 Δtとトランスデューサ間の測定線上の線平均流速 VLには次のような関係
式がある． 
LV
c
D
t
2
tan
  (1-7) 
ここで，θ, cはそれぞれ超音波入射角及び音速である．TOFでは，換算係数は VLを?̅?に
変換する際に用いられるため，プロファイルファクタ(Profile factor, PF)と呼ばれる．
?̅? = PF･VLとすると，流量と Δtの関係は次のようになる． 
t
D
c
D
PFQ 
4
tan 2
2

 (1-8) 
TOF は圧力損失が小さく大口径配管に適用可能であり，測定できる流量レンジが広い
という特徴を持つ．また，配管外にトランスデューサを取り付ける，クランプオン型で
は，既設配管を切断することなく設置可能[1-9]であり，稼働中の工業プラントへの導入が
容易であるのも利点である．しかしながら，流体中に固形異物などが含まれていると測
定が困難となる上，減圧弁や絞り部の付近では，超音波ノイズが発生するために測定で
きない場合がある． 
 以上，代表的な 3種の流量計についてその計測原理と特徴を紹介した．Eq. (1-4), (1-
6), (1-8)から明らかなように，これらの流量計では，断面平均速度?̅?に依存した物理量を
測定し，流量に換算している．そのため，換算の際に用いられる定数 Cの精度が流量計
測精度に直結しているが，換算係数はセンサの特性のみでなく，管内の速度分布にも強
く依存する．速度分布はレイノルズ数や上流配管レイアウト，管内壁面粗さなど様々な
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要因によって変化するため，校正時に実地の速度分布を再現することは難しく，実地に
おける計測精度は担保できないのが現状である．故に，これらの流量計の精度の向上の
ためには，実地における校正(オンサイトキャリブレーション)をすることが望ましい． 
 
1.2.4 流速分布式超音波流量計 
 流速分布式超音波流量計は超音波パルスドップラ法(Ultrasonic pulsed Doppler method, 
UDM)を用いた流量計である．UDM は医療分野における血流測定手法として開発され
てきた．1960年，里村[1-10, 11]は超音波の連続波を血流に照射することで，血流に含まれ
る赤血球による反射波から血流速度を計測できることを実証し，超音波連続波ドップラ
法を開発した．その後，超音波パルスを用いることにより計測位置が特定でき，血流の
速度分布が得られる超音波パルスドップラ法が開発された[1-12, 13]．更には，測定線の向
きを変えながら血流速度分布を取得することで 2 次元平面内でのフローマッピングを
行うカラードップラ血流計が開発された[1-14]． 
非接触に測定線上の速度分布を得られるという特徴から，Takeda によって工学分野
に応用された[1-15]．現在，UDM は様々な流動場の計測に応用され[1-16]，磁性流体のテイ
ラー渦計測[1-17]，非ニュートン流体の粘弾性評価[1-18]，気液二相流計測[1-19~22]など様々な
計測例があり，流量計測手法としても応用されている． 
Fig. 1-4に示すように，UDMは流れ場に複数回超音波パルスを発信し，超音波反射体
からの反射波を解析することで測定線上の速度分布を得る手法である．速度分布 U(r) 
を使って以下のようにして積分することで流量を算出できる． 
 
Fig. 1-3 Schematic of ultrasonic time-of-flight flow meter 
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 
R
drrrUQ
0
2  (1-9) 
ここで，rは管中心からの距離，Rは管半径である．このように，UDMでは速度分布を
直接計測して流量を算出しているため，換算係数を必要としないという，他の流量計測
技術にはない特徴を有しており，高精度な流量計測手法として注目されている． 
  
1.3 従来の研究 
現在，発電プラントでは差圧式流量計が多く用いられているが，配管の経年劣化によ
り絞り部に不純物が付着し，計測精度が低下するという問題がある[1-23]．また，2004年
に美浜原子力発電所において発生した配管の破損事故は，絞り部下流における流れ加速
型腐食現象が原因であり，安全性にも問題を有している[1-4]．これに対し，超音波流量計
は配管外からの非接触計測が可能であるためこのよう経年変化の影響を受けにくく，大
口径配管にも適用可能である．このような理由から，本論文では超音波流量計に注目す
る． 
超音波による流量計測技術は(1)伝播時間差式と(2)流速分布式に大別することができ
る．本項ではそれぞれについて，これまでの研究を整理する． 
(1) 伝播時間差式超音波流量計に関する従来の研究 
1.2.3節で述べたように，TOFでは測定線上の速度分布に応じて PFを変化させる必要
がある．測定線数を 10 本程度に増やすことで速度分布のトモグラフィを行い，流量を
算出する手法も提案されている[1-24~26]．この手法では，得られた線平均速度の情報から
断面内速度分布を再構成するため，PF を使わずに流量を計測できる利点があるが，し
かしながら，20 個程度のセンサの取り付けが必要であり，システムの複雑さによるコ
ストの上昇だけではなく，製作に熟練を要する[1-27]という欠点があり，実用は難しい． 
実地においては，上流の配管レイアウトは既知であることが多い．そこで Drenthenら
[1-28]は，様々な上流条件における速度分布を CFDによって求めてその PFをデータベー
 
Fig. 1-4 Schematic of ultrasonic pulsed Doppler method. 
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ス化し，上流条件に応じて PFを切り替えることで計測精度を向上させることを提案し
た．更に，測定線数を増やすことで管内壁粗さの変化の計測精度への影響を低減させ，
様々な上流条件において誤差 0.2%未満での流量計測を実現した．しかしながら，実地
における速度分布と CFD によって求めた速度分布が一致しているという保証がないた
め，計測精度が不明である． 
Jungら[1-29]は，軸対称流を対象として PFに及ぼす速度分布及びレイノルズ数 Reの影
響を評価した．ベキ乗流速分布式とチェビシェフ多項式のそれぞれを流速分布式として
仮定する場合を比較し，PFが約 2.3%変化することを示し，軸対称流が期待できる場合
でも実流校正が必要であることを示した．また，PF のオンサイトキャリブレーション
を複数のレイノルズ数で行うことで，従来用いられてきた PFとレイノルズ数の関係式
を用いる場合よりも測定に関する不確かさを凡そ半分にできることを示した． 
Tezukaら[1-30]は，ベンド部から計測部までの直管長及び管内壁粗さを変化させること
によって速度分布が及ぼす PFへの影響を評価した．内径 D = 151 mmの円管において，
90度のベンド部の下流 12D及び 30Dで UDMにより速度分布を計測し，オリフィス流
量計による計測結果と比較することで PFの変化量を評価した．Re = 1.5, 2.8, 4.4 × 105，
管内壁面粗さ Rq = 5.3, 11.9, 27.7 × 10-6 mにおいて PFを比較しており，ベンド部により
近いほうが変化量は大きく，管内壁面粗さ及びレイノルズ数によって，それぞれ最大で
6.5%及び 2.5%変化することを示した． 
非軸対称流においては，測定線上の速度分布は，上流条件や管内壁粗さだけでなく，
測定線の管周方向の角度によっても変化する．Moore ら[1-31]は，速度分布と測定線の周
方向角度が PFに及ぼす影響を数値計算により評価した．14種類の速度分布を対象とし
て，測定線数を 1-4本で変化させており，軸対称流から外れた速度分布になるほど，ま
た，測定線数が少ないほど PFの変動量が大きくなることを示した． 
このように，レイノルズ数や管内壁面粗さ，上流条件によって PFが変化すること多
くの研究で実験的・解析的に示されている．CFDによる速度分布の解析や，測定線数の
増加によって，ある程度は非軸対称流でも計測精度を向上可能であるが，流量計測精度
を確保するためには，オンサイトキャリブレーションが必要である．  
 
(2) 流速分布式超音波流量計に関する従来の研究 
 UDM による計測例は，クランプオン型や大口径配管，多測定線計測など，様々な例
がある． 
 Tezukaら[1-7]は市販の流速分布式超音波流量計である Ud-Flowを用いて水力発電所に
おける内径 D = 1200mmの導水管内の流量計測を行った．河川には超音波の反射体が少
ないため，気泡注入装置を開発した．ベンド部から 9D及び 15Dの位置で速度分布を計
測した結果，ピトー管による計測結果と良く一致し，気泡注入装置を用いることで計測
が可能となることを示した．また，UDM により計測した流量と発電量の関係は，ピト
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ー管による結果と良く一致したことから，UDMの大口径配管への適用性が示された． 
 Mori ら[1-32]はアメリカ国立標準技術研究所(NIST)において，UDM を用いて内径 D = 
253.75 mm のステンレス配管内の流量計測を行い，秤量法と比較した．Re= 4.0, 26.0 × 
105の 2 条件で実験を行った結果，秤量法による計測結果と誤差 1%未満でよく一致し
た． 
 Treenuson ら[1-33]は，CFD を用いて 2 重ベンド下流における速度分布を求め，ベンド
部から 2D~20D下流における UDMによる流量の計測誤差を評価した．測定線数は 1~3
本とした．その結果，測定線が 1本及び 2本の場合には 20Dの位置でもそれぞれ+5%お
よび+3%の流量誤差となったが，3 本の場合では 5D 以上の下流であれば誤差±1%未満
となった． 
 Kikuraら[1-34]は，得られる速度は測定体積内における速度分布のアンサンブル平均で
あることに着目し，円管内完全発達乱流を対象として測定体積による時間平均速度への
影響を解析により評価した．その結果，測定体積が大きいほど，壁面近傍の速度の二階
微分が大きい領域で，時間平均速度を過小評価することを示した． 
 大窪ら[1-35]は，UDM で得られる離散的な速度分布から流量を算出した際の離散化誤
差を解析により評価した．その結果，速度の二階微分が大きい壁面近傍において離散化
誤差が顕著となることを示し，誤差 1%未満の測定のためには，層流では 18点，乱流で
は 108点の測定点が管内に必要であると報告している． 
 以上のように，様々な計測条件における UDMによる流量計測の適用性が示され，計
測条件ごとの最適な計測パラメータについても確立されてきている．また，壁面近傍の
速度計測には測定体積が強く影響することが指摘されており，高精度な流量計測のため
にはこれらの影響を正しく見積もることが必要である． 
  
 (3) ハイブリッド型超音波流量計 
UDM では速度分布に関わらず高精度な流量計測が可能であることが示されてきたが，
流れに反射体が必要であり，適用性に乏しいという欠点がある．このような UDMの欠
点を補うため，TOFと UDMを併用する，ハイブリッド型超音波流量計(Hybrid ultrasonic 
flow meter)が提案されてきた．これまで，流体中の反射体の有無に応じて TOFと UDM
を切り替えるハイブリッド型超音波流量計が製品化されている(富士電機，Duosonics等)
が， TOF の計測時に事前に校正した PF が必要であり，オンサイトキャリブレーショ
ンは不可能である． 
これに対し，UDM によって PF のオンサイトキャリブレーションを行い，TOF に適
用するハイブリッド型超音波流量計が提案されてきた[1-36]．発電プラントにおいては流
体中に超音波反射体が存在しないことが多く，UDM は通常使用できないが，定期メン
テナンスにおける校正時にのみ反射体を混入させることで計測を可能とする．反射体の
混入方法としては，枝管から気泡[1-7]を注入する方法や，高エネルギーの超音波を配管外
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から照射することによる強力超音波法[1-37]が存在する． 
しかしながら，UDMには計測限界速度が存在し，計測できる流量の上限が TOFより
大幅に小さく[1-38]，低流量条件の校正しかできない．先行研究[1-29]が示したように，TOF
の精度向上のためには広い流量条件における校正が求められるため，UDM の計測限界
速度の拡張が必要である．  
 
1.4 本論文の目的 
 以上のように，高流量条件で PFを校正可能なハイブリッド型超音波流量計は存在し
ていない．本論文では，①UDM の計測限界速度の拡張及び②壁面近傍での空間分解能
向上による計測精度の向上を行い，従来では計測できなかった高流量条件において高精
度な流量計測を実現することで，ハイブリッド型超音波流量計の適用範囲を拡張し，そ
の有効性を示すことを目的とする．UDM の計測限界速度の拡張では，超音波パルスを
2つの異なる周期で発信する二周期法を導入し，高流量計測に求められる計測パラメー
タについて検討する．また，測定体積による計測精度への影響を定量的に評価し，更に，
高流量条件における，測定体積による流量計測精度のへの影響を解析によって評価し，
流量計測精度の向上を目指す．更に，大口径・高流量の非軸対称流の条件において PF
のオンサイトキャリブレーションを実際に行い，実機適用性について検証する． 
 
1.5 本論文の構成 
 第１章は"緒言"と題し，本論文における研究の背景及び関連研究，目的を説明した． 
 第２章は”計測限界速度拡張手法の開発”と題し，超音波パルスドップラ法における従
来の計測限界速度を拡張する手法として二周期法を導入し，高流量計測に求められる計
測パラメータを検討し，流量計測精度を評価する． 
 第３章は”マルチウェイブ超音波法による壁面近傍の空間分解能向上”と題し，マルチ
ウェイブ超音波トランスデューサを用いることにより壁面近傍における空間分解能を
向上させ，流量計測精度を向上させることを提案する． 
 第４章は”高流量非軸対称流におけるプロファイルファクタの決定”と題し，伝播時間
と速度分布が同時計測可能なシステムを開発し，非軸対称流での流量計測を行うことで，
伝播時間差式超音波流量計のプロファイルファクタが決定可能であることを示す． 
 第５章は”総括”と題し，各章で得られた知見を総括する． 
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第２章 計測限界速度拡張手法の開発 
 
2.1 目的 
超音波パルスドップラ法(UDM)では，速度分布を計測できる距離とその速度レンジに
制限があり，広い流れ場の速度分布を得ようとすると計測限界速度が小さくなる．流量
計測においては，少なくとも壁面から管中央までの速度分布を得る必要があることから，
配管径が大きくなるほど計測限界速度が小さくなり，低流量の条件しか計測できなくな
る．そこで本章では，UDM における計測限界速度の拡張手法を開発することを目的と
して，超音波パルスを異なる二つの周期で発信する二周期法に着目した．更に，二周期
法を応用した帰還速度拡張法を円管内速度分布計測に適用し，その適用性を検証した． 
 
2.2 超音波パルスドップラ法の計測原理 
2.2.1 従来の周波数解析手法における計測限界 
 UDM は超音波パルスを流れ場に発信し，流れ場に存在する超音波反射体からの反射
波を解析することで速度分布を計測する手法である．超音波パルス発信から反射波受信
までの時間遅れから，反射体の位置情報を，反射波のドップラ周波数 fdから反射体の速
度情報が得られる．一般的に，fdは数 kHzのオーダーであるのに対し，超音波の基本周
波数 f0は数 MHz のオーダーであるため，fdを十分な周波数分解能で直接計測すること
は現実的ではない．そのため UDMでは，複数回の超音波パルスの送受信から fdを求め
ている． 
 
 
Fig. 2-1 Measurement principle of ultrasonic pulsed Doppler method 
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Fig. 2-1は，反射体粒子が速度 vで超音波トランスデューサに近づいているときの模
式図であり，送波周期 Tの間に反射体が移動する距離を Δxとしている．このときのは
ドップラの式より以下のように表される． 
0
d
2 f
cf
v   (2-1) 
図中の赤線の位置において超音波パルスをサンプリングすると，送波周期 T の間に Δx
だけ移動することから，k 番目と k + 1 番目の反射波の位相差 Δφ は，以下のようにな
る． 
c
xf 
 0
4
  (2-2) 
この Δφ の算出方法には FFT やウェーブレット解析を用いた方法がある[2-1]が，本研究
では自己相関法[2-2]を用いた．ここで，Δx = vTを代入し，両辺を Tで除することで単位
時間当たりの位相変化(角周波数)を求めると， 
c
v
f
T 0
4



 (2-3) 
Eq. (2-1) との比較により，この位相変化 Δφの周波数は fdであることを得る． 
d2 fT




 (2-4) 
ナイキストのサンプリング定理より，反射波の位相差は-π < Δφ < πの範囲で検出される
ため，fdは以下の範囲に制限される． 
T
f
2
1
d   (2-5) 
Eq. (2-1)に代入することで，UDMの計測限界速度 Vmaxが以下のように求まる． 
Tf
c
V
0
max 4
  (2-6) 
また，次の超音波パルスを発信するまでに受信される反射波信号から速度分布を算出す
るため，速度分布が得られる最大計測距離 Lmaxは以下の通りである． 
2max
cT
L   (2-7) 
Fig. 2-2に示すように，超音波トランスデューサの入射角を θとすると，流れ方向の計
測限界速度 Umaxと計測可能な最大の壁面からの距離 ymaxは次のようになる． 
 sin4sin 0
max
max Tf
cV
U   (2-8) 
 cos
2
cosmaxmax
cT
Ly   (2-9) 
これらの式から，UDMにおける計測限界が決定される． 
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tan8 0
2
maxmax f
c
yU   (2-10) 
この式は，f0, θを固定すると，Umaxと ymaxを同時に大きくできないことを示している．
即ち，計測対象の速度が Umaxを超えた場合には，Fig. 2-3 (a)が示すような速度エイリア
シングが発生し，正しい速度が得られなくなる．また送波周期 T を小さくすれば Umax
を大きくできるが，Eq. (2-9)が示すように，ymaxが小さくなり，配管内全体の速度分布
を得ることができない(Fig. 2-3 (b))． 
以降，1 つの送波周期 T を用いて超音波パルスを発信する計測手法を従来手法と呼ぶ． 
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Fig. 2-2 Measurement limitation in ultrasound beam direction and in flow direction 
 
 
(a) In the case of larger T 
 
(b) In the case of smaller T 
Fig. 2-3 Schematic of measurement limitation in the UDM. 
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 UDM の計測においては，通常円形の振動子をもつ超音波トランスデューサが用いら
れるため，超音波ビームの断面形状も円形となっている．そのため UDMにおける測定
体積は Fig. 2-4 に示すような円盤状であり，その直径は超音波ビーム径 DUSと等しく，
厚さ ΔLは超音波パルスに含まれるサイクル数 Ncycleと以下のような関係がある． 
 
Fig. 2-4 Shape of measurement volume 
 
0
cycle
2 f
cN
L   (2-11) 
この円盤状の測定体積がセンサから Lmaxの距離まで並んでおり，各測定体積における速
度は，測定体積の重心位置での速度として扱われる． 
 また，1つの速度分布を得るために使う超音波パルスの数を Npulseとすると，速度分布
計測における時間分解能 Δτは以下のようになる． 
pulseTN  (2-12) 
ノイズの影響が強い条件でも Npulseを大きくすることによって速度の計測精度を上げら
れるが，Eq. (2-12)に示すように時間分解能が低下する． 
 
2.2.2 二周期法 
 UDMの計測限界速度拡張にはいくつかの研究例がある．速度直接差分法[2-3]は，同一
の計測点における連続した時刻間での速度の変化率(加速度)を求め，その値が閾値を超
える場合にはエイリアシングを起きたとして補正する，速度の時間的連続性を仮定する
手法である(Fig. 2-5)．時間的に緩やかに速度が変化する流れ場では有効である．これに
類似した手法として，空間的連続性を仮定するエイリアシング拡大法[2-4]が存在し，こち
らでは空間的に隣り合う測定点においてその速度の差分を元にエイリアシング補正を
行う． 
これらの手法は，時間的・空間的な速度の連続性が仮定できる流れ場では有効である
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が，初期値として計測された速度が速度エイリアシングを起こしていた場合，全ての速
度を誤検出してしまう． 
  
 
Fig. 2-5 Schematic of velocity direction difference method 
 
UDM における計測限界速度を拡張する手法として，超音波パルスを複数の異なる周期
で発信する方法がある．この手法は，超音波による血流計測[2-5]や，電磁波を用いた気象
レーダーによる風速計測[2-6]に適用例がある．本論文では，Fig. 2-6に示すような，2つ
の送波周期を交互に用いる二周期法(Dual PRF method)を導入した．用いる二つの送波周
期をそれぞれ T及び T+Tsとすると，これらの送波周期における反射波の位相変化 Δφ1，
Δφ2はそれぞれ以下のように表せる． 
 
Tfd 21   (2-13) 
 sd TTf   22  (2-14) 
 
 
Fig. 2-6 Schematic of pulse emission in two-periodic method 
 
ここで，これらの差 Δφ21は次のようになる． 
sdTf 21221   (2-15) 
これを Eq. (2-1)に代入することで，速度 vとの関係式を導出できる． 
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sTf
c
v
0
21
4

  (2-16) 
Δφと同様に位相差の差も-π < Δφ21 < πの範囲に限定されるため，二周期法における計測
限界速度 Vmax, dualは以下のようになる． 
sTf
c
V
0
dualmax, 4
  (2-17) 
二周期法においても，Vmax,dualを超える速度を計測した場合，速度エイリアシングが発生
する．最大計測範囲 Lmaxは，最も短い送波周期 Tによって決定されるため，Eq. (2-7)で
表される． Eq. (2-17)を Eq. (2-6)と比較すると，二周期法では Lmaxを変えることなく T/Ts
倍の速度を計測できることがわかる．Ts を小さくするほど高い速度を計測できるが，
Eq. (2-15)の位相差の差の計算は Tsが小さいほどノイズの影響を増幅させる演算である
ため，計測精度が低下する．また，二周期法における速度計測の時間分解能は以下の通
りである． 
pulse
s
2
2
N
TT 
  (2-18) 
 
2.2.3 帰還速度拡張法 
二周期法における Eq. (2-15)の演算はノイズの影響を受けやすいため，従来手法に比
べて速度の計測精度が低下する．帰還速度拡張法(Feedback method)は，従来手法と二周
期法を組み合わせることで，従来手法の計測精度で Vmax,dualまでの計測を可能とする手
法であり，二周期法と同様に血流計測において適用例がある．本手法の概略図を Fig. 2-
7に示す． 
 
Fig. 2-7 Estimation procedure of the Nyquist number in the feedback method 
 
本手法では，二周期法と同様の二つの送波周期を用いる．はじめに，Eq. (2-13), (2-14)
の位相差から速度を算出する．このときの速度はそれぞれ以下のように求まる． 
Tf
c
v
0
1
conv,1 4

  (2-19) 
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 s0
2
conv,2 4 TTf
c
v





 (2-20) 
これは従来手法を用いているのと等価であり，このときの計測限界速度は Eq. (2-6)で
表されるため，従来手法で計測した速度 vconvは-vmax < vconv < vmaxの範囲で求まる．この
とき，速度エイリアシングを考慮すると，真の速度 v は速度の折り返し回数(ナイキス
ト数)mを用いて以下のように表される． 
maxconv 2mVvv   (2-21) 
この式が示すように，mを決定できれば真の速度を求めることができる．次に，Eq. (2-
15)に表す位相差の差から速度 vdualを算出し，次の式を満たす mを求める． 
maxdualmaxconvmaxdual 2 VvmVvVv   (2-22) 
決定された m を Eq. (2-21)に代入することで，帰還速度拡張法による計測結果 vfbが
求まる．このように，精度の劣る vdualは vconvのナイキスト数 m の決定のための指標と
して用いられ，vfbは vconvを用いて求められる．このため，従来手法の精度で高い速度を
計測できる． 
 
2.3 計測システム 
2.3.1 構成機器 
 本論文で用いた計測システムを Fig. 2-8に示す．計測システムは超音波パルサ・レシ
ーバ(JPR-2CH-KB, Japan probe, Co., Ltd.)，高速デジタイザ(PXI-5114, National Instruments 
Corp.)，任意波形ジェネレータ(AFG-2005, GoodWill Instrument Co., Ltd.)，PCからなる．
計測ソフトフェアは C++及び Labview (National Instruments Corp.)を用いて開発した．任
意波形ジェネレータに超音波パルス送波周期を入力することによってトリガ信号を生
成し，これを高速デジタイザ及び超音波パルサ・レシーバに送信することによってこれ
らを同期する．トリガ信号を受けた超音波パルサ・レシーバは電気パルスを超音波トラ
ンスデューサに印加し，超音波パルスを発生させる．超音波トランスデューサによって
受信した超音波エコーは超音波パルサ・レシーバに送られ，バンドパスフィルタによる
処理や信号の増幅がなされた後，高速デジタイザに収録され，PC に転送される．この
ように，反射波形を PCに保存することで，後処理によって速度を算出した． 
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2.3.2 帰還速度拡張法による計測結果の妥当性の検証 
 計測システム及び帰還速度拡張法の妥当性の検証を目的として，LDV (Smart LDV II 
MODEL8741-S, Kanomax Japan Inc.)との比較による精度検証を行った． Fig. 2-9に実験
装置の概略図を示すように，高さ H = 25 mm，幅 50 mm，水力等価直径 D = 33 mmの矩
形流路において，整流部の下流 75Dの位置に基本周波数 f0 = 2 MHzの超音波トランス
デューサを入射角 θ ＝  45°で取り付けた．超音波の送波周期は T = 0.125 ms, 
T + Ts = 0.156 msとし，ΔL = 0.74 mm，Npulse = 512とした．作動流体は水，水温は 20 ~ 25
度であり，このときの音速は c = 1480 m/sとなる．超音波反射体として比重 1.02，平均
粒径 80 μmのナイロン粒子を用いた．超音波による計測と同じ速度成分を計測できるよ
うに，LDVも流れに対して 45度傾けて設置した．なお，LDVによる計測では，反射体
としてより平均粒子径が小さなものが適しているため，ガラス粒子(平均粒径 4μm)を用
いた．計測は UDMとは別々に行い，時間平均値を比較した．その結果を Fig. 2-10に示
す．横軸は上壁面からの距離 yであり，縦軸は測定線方向の速度である．帰還速度拡張
法では 500個の速度分布を平均した時間平均速度分布を示している．また，LDVでは，
各計測位置で 1000 回速度を計測し，それを平均することで時間平均値とした．赤い破
線は従来手法における計測限界速度 Vmax であり，それよりも高い速度が計測できてい
ることがわかる．また，LDVと測定結果が良く一致していることから，帰還速度拡張法
 
Fig. 2-8 A measuring system of ultrasonic pulsed Doppler method 
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による計測結果の妥当性を確認した． 
 
(a) An overview of experimental loop 
 
(b) Detail of a test section 
Fig. 2-9 Experimental loop of rectangular channel 
 
 
Fig. 2-10 Experimental validation of the feedback method  
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2.4 計測限界速度拡張手法による流量計測 
2.4.1 実験設備 
 帰還速度拡張法を用いたUDMの大口径配管における高流量計測への適用性の検証の
ため，産業技術総合研究所の計量標準総合センターが所有する水流量校正設備において
実流計測実験を行った．Fig. 2-11に示すように，この設備は上流から順にオーバーフロ
ーヘッドタンク，電磁流量計，整流部，試験部，秤量タンク，リザーバータンク，ポン
プから成っており，作動流体には水が用いられている．オーバーフローヘッドタンクに
おける水位の変動は 1cm 未満に保たれており，重力によって作動流体が試験部に流れ
るため，ポンプ駆動に見られる流れの脈動が存在せず，時間的に安定した流れを発生で
きる点がこの設備の特徴である．参照流量計は秤量タンクであり，その拡張不確かさは
0.06%である[2-7]． 
試験部は内径 D = 200 mmの水平円管であり，超音波トランスデューサは流れに対し
て θ = 20°で接液設置とした．試験部の上流 55D の位置に整流部を設け，その上流で超
音波の反射体となる気泡を注入した．なお，高速度カメラを用いた撮影により，気泡径
は 0.1mm以下であることが Tezukaら[2-8]によって確認されており，気泡注入による流量
の変化は無視できるほど十分に小さい．水温は 18.0~22.0°C であり，音速は c = 1476.6 
– 1488.8 m/sとした． 
実験条件は Q = 80 ~ 500 m3/h であり，それぞれの条件における計測パラメータを
Table 2-1に示している．Umは断面平均速度，Umaxは UDMにおける流れ方向の計測限
界速度である．vallowは測定体積の大きさによって決まる計測限界速度であり，これにつ
いては後述する．このように，速度エイリアシングが発生しないように流量に応じて Ts
を設定した．流量計則おいては高い時間分解能は求められず，時間平均値として信頼で
きる値が求められる．そこで，Npulse = 512とした．時間分解能は Tsによっても変化する
が，Δτ = 280 ms程度である． 
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Table 2-1 Measurement parameters 
Q Um T T + Ts Umax ΔL vallow 
[m3/h] [m/s] [ms] [ms] [m/s] [mm] [m/s] 
80 0.71 0.5 
 
1.08 
0.74 3.45 
 1.48 5.70 
160 1.42 0.5 0.625 4.33 0.74 2.75 
320 2.83 0.5 0.625 4.33 
0.74 2.75 
1.48 4.56 
2.96 6.80 
500 4.42 0.5 
0.583 6.49 
0.74 2.95 
1.48 4.89 
0.531 17.5 2.96 8.01 
 
 
Fig. 2-11 Experimental facilities in NMIJ 
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2.4.2 実験結果と考察 
2.4.2.1 瞬時速度分布 
 Q = 320 m3/h，ΔL = 2.96 mmにおける二周期法及び補正手法による速度分布計測結果
の一例を Fig. 2-12に示す．横軸は壁面からの距離 yを管内径 Dで正規化した値，縦軸
は流れ方向の速度を表している．これらの速度分布は同じ波形データから算出している．
グラフ内の実線は以下のベキ乗流速分布式[2-9]から求めた速度分布であり，時間分解能
が Δτ = 280 ms程度の本実験においては，この速度分布にほぼ一致すると考えられる． 
 
   a
D
y
D
Q
a
aa
yU
1
22
24
2
121








 (2-23) 
ここで，a はレイノルズ数 Re によって決まるパラメータであり，以下の式が提案され
ている． 
10
Re
log2 10a  (2-24) 
また，破線は従来手法における計測限界速度を表している．二周期法と帰還速度拡張法
の計測結果を比較すると，二周期法では速度のばらつきが大きいことがわかる．これは，
2.2.2 項で述べたように二周期法はノイズの影響を受けやすいためと考えられる．これ
に対し，いくつかの点で折り返し数 m の誤判定があるものの，帰還速度拡張法を用い
ることで計測精度が向上できることがわかる． 
 次に，Q = 500 m3/h，ΔL = 2.96 mmにおける測定結果を Fig. 2-13に示す．高い速度を
計測しようとするほど Ts を小さくする必要があり，そのため二周期法の計測精度が低
下していることがわかる．これに対し，帰還速度拡張法では m の誤判定が増えている
ものの，誤判定していない速度はベキ乗則に良く一致しているため精度良く計測できて
いることがわかる．この結果から，mの誤判定を減らすことができれば帰還速度拡張法
の計測精度を向上できると考えられる． 
 そこで，二周期法の速度分布に移動平均を適用することを検討した．移動平均は空間
に対して行われ，移動平均適用後の速度 v’iは次のように与えられる． 
   
12
11




n
vvvvv
v
niniinini
i

 (2-25) 
ここで，nは移動平均の幅であり，n = 1のときは両隣の速度と元の速度の計 3つを平均
して v’iを算出することを示している．このように移動平均を適用することで，速度分
布が平坦化され，mの誤判定の減少が期待できる． 
 Fig. 2-9(a)の速度分布に対して移動平均を適用した結果を Fig. 2-14(a)に示す．n = 0は
移動平均を適用しないことを示している．nの増加に伴い速度分布が平坦化され，その
結果 mの誤判定が減少していることがわかる(Fig. 2-14(b))．これと同様に，Fig. 2-13(a)
の速度分布に移動平均を適用した結果を Fig. 2-15(a)に示しており，移動平均を適用す
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ることで Fig. 2-15(b)に示すように誤判定を減らすことができ，従来手法の計測限界速
度の約 6倍の速度を精度良く計測できた．このように，二周期法の計測精度が低下する
高流量条件ほど，移動平均による誤判定減少の効果が顕著になると言える． 
 
(a) Dual PRF method 
 
(b) Feedback method 
Fig. 2-12 Comparison of velocity profiles obtained  
with the dual PRF and feedack methods at Q = 320 m3/h 
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(a) Dual PRF method 
 
(b) Feedback method 
Fig. 2-13 Comparison of velocity profiles obtained  
with the dual PRF and feedack methods at Q = 500 m3/h 
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(a) Dual PRF method 
 
(b) Feedback method 
Fig. 2-14 Effect of moving average on a velocity distributions at Q = 320 m3/h 
 
0 0.1 0.2 0.3 0.4 0.5
0
2
4
6
8
y/D [-]
V
el
oc
it
y 
[m
/s
]
 n = 0
 n = 1
 n = 2
0 0.1 0.2 0.3 0.4 0.5
0
2
4
6
8
y/D [-]
V
el
oc
it
y 
[m
/s
]
 n = 0
 n = 1
 n = 2
29 
 
 
(a) Dual PRF method 
 
(b) Feedback method 
Fig. 2-15 Effect of moving average on a velocity distributions at Q = 500 m3/h 
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2.4.2.2 時間平均速度分布 
 n を変化させて速度分布を 1000 個算出し，平均することで時間平均速度分布を算出
した．パルスの送受信にデータ転送にかかる時間を加えて，約 8分間の時間平均速度分
布となっている．流量 Q = 320, 500m3/hにおける結果を Fig. 2-16に示す．mの誤判定は
ホワイトノイズの影響によるものと考えられるため，時間平均速度分布における nの影
響は小さい．しかしながら，速度の 2階微分が大きくなる壁面近傍においては nの増加
と共に速度が過小評価されていることがわかる．そのため，nはできる限り小さく設定
する必要があり，以降，本論文では n = 1とする． 
 次に，Q = 320, 500m3/hにおける ΔL = 0.74 ~ 2.96 mmでの測定結果を Fig. 2-17に示
す．どちらの流量条件においても，ΔL = 0.74 mmでの測定結果はベキ乗則に比べて過小
評価していることがわかる．この理由として，測定体積の大きさが超音波反射体を追従
するには小さすぎたことが挙げられる．超音波パルス送波周期間の反射体の移動と測定
体積の関係の模式図を Fig. 2-18(a)に示す．流れの速度が大きいほど，また，送波周期が
送波周期の間の反射体の移動距離は長いほど長くなる．ΔL が小さい場合には測定体積
内で反射体の移動を追従できず，同じ反射体からの反射波を続けて受信できなかったた
めに速度を過小評価したと考えられる．測定体積による粒子の追従性を定量的に評価す
るため，Fig. 2-18(b)に示すように，測定体積の流れ方向の厚さ W を考える．反射体が
流れに並行に移動するとき，測定体積が追従できる最大の距離は W であり，図の右側
のグラフに示すように，W は粒子の位置によって変化する．そのため W の平均値W̅で
追従性を評価する必要があり，それは以下の式で与えられる． 












cossin
4
4
LD
LD
W
US
US
 (2-26) 
追従できる最大の速度 vallow は最も長い送波周期によって決定されるため，以下のよう
になる． 
sTT
W
v

allow  (2-27) 
Table 2-1及び Fig. 2-17の破線として各条件における vallowを示しており，流れ場の速度
に対して vallowが 1.3 倍程度大きくなるように測定体積の大きさを設定する必要がある
ことがわかった． 
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(a) Q = 320 m3/h 
 
(b) Q = 500 m3/h 
Fig. 2-16 Effect of moving average on time-average velocity disributions obtained with the 
feedback method 
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(a) Q = 320 m3/h 
 
(b) Q = 500 m3/h 
Fig. 2-17 Effect of ΔL on time-average velocity distributions obtained with the feedback 
method 
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(a) Relation between reflector movement and measurement volume 
 
(b) Schematic of traceable distace of reflector in measurement volume 
Fig. 2-18 Trackability of moving reflector in measurement volume 
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2.4.2.3 流量 
 軸対称流においては速度分布を管中央周りに周積分することで流量は求められる[2-10]．
UDM によって得られた流量 QUDM と秤量タンクによる計測結果を比較した結果を
Fig. 2-19 に示す．従来手法によって計測可能な流量は 90 m3/h 程度までであり，
Q = 80 m3/hにおいては測定体積を大きくする必要がない．しかしながら，時間平均速度
分布と同様に，流量が大きいほど測定体積を大きくする必要があり，Q = 320 m3/hでは
ΔL = 1.48 mm，Q = 500 m3/hでは ΔL = 2.96 mmに設定する必要があった．各条件におけ
る QUDM及び参照流量計との誤差 EUDMを Table 2-2に示す．全ての条件において流量を
過小評価しているのは，壁面近傍における速度を過小評価しているためと考えられる．
しかしながら，流れ場の速度に応じて測定体積の大きさを設定し，指標となる二周期法
による速度分布に移動平均を適用した帰還速度拡張法を用いることで，従来に比べて約
6倍の流量を誤差 3%程度で計測可能とした． 
 
 
Fig. 2-19 Results of flow-rate measurement 
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Table 2-2 Influence of size of measurement volume on accuracy of flow-rate measurement 
Q ΔL QUDM EUDM 
[m3/h] [mm] [m3/h] [%] 
80 
0.74 77.8 -2.7 
1.48 79.5 -0.63 
160 0.74 151.5 -5.30 
320 
0.74 290.6 -9.19 
1.48 311.4 -2.69 
2.96 310.4 -2.99 
500 
0.74 225.0 -55.0 
1.48 438.0 -12.4 
2.96 484.0 -3.2 
 
 
2.5 まとめ 
 UDM の計測限界速度の拡張を目的として，2 つの周期で超音波パルスを発信する帰
還速度拡張法の流量計測への適用を提案し，直径 200mmの円管内定常軸対称流を対象
として速度分布および流量計測を行い，計測パラメータについて検討した．その結果，
以下の知見を得た． 
① 高流量条件では二周期法による計測精度が低下し，折り返し回数の誤判定の頻度が
増加するため，二周期法による計測結果に移動平均を適用することを提案し，移動
平均数について検討した．その結果，平均数を 3に設定することで大幅に誤判定を
減少させることができた． 
② 高流量条件では，超音波反射体の移動を追従できるように測定体積を大きくする必
要がある．測定体積が追従できる最大の速度を幾何的に求め，その速度が流れ場の
速度の 1.3倍以上となるように設定することで，速度を計測することができた．  
 これらの知見により直径 200mmの円管において 500 m3/h までの流量を誤差 3%程度
で計測可能であることを示し，1つの周期で超音波パルスを発信する既存の UDMに比
べて約 6倍の流量計測を可能とした．これにより，発電プラントで求められる大口径・
高流量計測への UDMの適用を可能とした． 
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第３章 マルチウェイブ超音波法による壁面近傍の空間分解能向上 
 
3.1 目的 
 第２章では帰還速度拡張法の流量計測への適用を提案した．指標となる二周期法の速
度分布に移動平均を適用して折り返し数の誤判定を減少させることができ，更に，高流
量の条件ほど測定体積を大きくする必要があることを示した．しかしながら，これらの
操作は速度の空間方向の二階微分が大きくなる壁面近傍において速度の過小評価の原
因となり，流量の計測精度の低下に繋がること明らかにした．本章では，UDM による
流量計測精度の向上を目的として，マルチウェイブ超音波法の流量計測への適用を提案
し，直径 200 mmの円管内定常軸対称流を対象として実流計測実験を行った．計測には
基本周波数 2 MHzと 8 MHzのセンサを有するマルチウェイブ超音波トランスデューサ
を用い，それぞれのセンサによる計測範囲について検討した．更に，測定体積の大きさ
が流量計測精度に及ぼす影響を解析により評価し実験結果と比較した． 
 
3.2 流量計測における測定体積の影響 
3.2.1 評価方法 
 超音波パルスドップラ法における測定体積は数 mm 程度[3-1]であり比較的大きく，測
定結果への影響はこれまでいくつか報告されてきた[3-2], [3-3]．UDMでは測定点間隔が ΔL
の離散的な速度分布が得られるため，ΔLが大きいほど管内における測定点数が減少し，
流量を算出する際の離散化誤差が大きくなる．大窪ら[3-4]は円管内完全発達流を対象と
して測定線方向の空間分解能 ΔLの流量計測への影響を計算により評価した．その結果，
測定点が多いほど誤差は減少し，管内に 100点程度測定点があれば，誤差 1%以下での
流量計測が可能であることを示した．また，計測結果の速度は測定体積内におけるアン
サンブル平均である [3-5]ため，Kikuraら[3-6]は円管内完全発達流を対象として，アンサン
ブル平均が及ぼす速度分布計測精度への影響を評価した．その結果，測定体積が大きい
ほど，また速度の空間方向の二階微分が大きいほど誤差が大きくなることを示した．本
節では，これら 2つの検討内容を組み合わせ，離散化及びアンサンブル平均が及ぼす速
度分布及び流量計測精度への影響を評価する． 
 UDM で十分に長い時間の時間平均速度分布を計測したとき，その計測結果は測定体
積内のアンサンブル平均<U(y)>と考えることができ，真の速度分布 U(y)との関係は次の
ようになる． 
   dVyUyU
V  (3-1) 
ここで，Vは測定体積の大きさである．円管内完全発達流では，次のように変形できる
[3-6]． 
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
  (3-2) 
右辺の第二項がアンサンブル平均による測定値への影響を表しており，Gが以下の式で
表される． 
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  (3-3) 
前章で示したように，DUSは測定体積の直径，ΔLは厚さ，θは流れに対する超音波入射
角である．G は正の値であり，DUS及び ΔL が大きいほど大きくなる．また円管内流れ
においては速度の二階微分は負であるため，測定体積が大きいほど，また，速度の二階
微分が大きいほど UDMでは速度を過小評価することが Eq. (3-2)からわかる．ここでは，
U(y)を Eq. (2-23)で表されるベキ乗流速分布式[3-9]であるとして，アンサンブル平均によ
る影響を評価する．Eq. (2-23)を Eq. (3-2)に代入すると以下のようになる． 
   yU
y
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22
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Fig. 3-1 に示すように，測定点間隔の流れに対する投影長さは ΔL cosθ であるため，
Eq. (3-4)を以下のように離散化することで UDMによる計測結果 uiを計算できる． 
 
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cos
1
1
22
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

  (3-5) 
ここで，iは測定点の番号であり，i = 0は y = 0に位置している．この式により求まる速
度分布を Fig. 3-2に示す．グラフの横軸は壁面からの距離 yを管直径 Dで正規化した値
であり，y/D < 0.1の壁面近傍のみを表示している．実線は Eq. (2-23)のベキ乗則である．
このように，壁面近傍の計測点では速度を過小評価しており，これがアンサンブル平均
による影響である． 
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Fig. 3-1 Spatial measurement-interval in the UDM 
 
 
Fig. 3-2 Prospective velocity distribution in the UDM measurement 
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3.2.2 流量計測精度に及ぼす影響 
 以上のようにして求められた速度分布 uiを積分することで流量 Qsimを算出し，設定
した流量 Qとの誤差を求めた．及びその相対誤差 Esimは以下の式により計算した． 
 






i
i LuLi
D
Q  coscos
2
2sim  (3-6) 
100simsim 


Q
QQ
E [%] (3-7) 
計測に関する条件を変化させて Esimを求めた結果を Fig. 3-3に示す．これらの解析にお
いては，変化させるパラメータ以外は Table 3-1に示す値で固定している．Fig. 3-3(a)は
流量 Q，(b)は配管径 D，(c)は超音波入射角 θを変化させたときの結果を表している．Q
による影響は小さく，これは速度の過小評価量は流量，即ちレイノルズ数 Reによって
ほとんど変わらないためである．これに対し，レイノルズ数を一定として配管径を変化
させた場合には，配管径が小さいほど誤差が大きくなっている．これは，配管径が小さ
い場合，速度の二階微分が大きくなった上，配管内の測定点数が減少したためと考えら
れ，Esim < 1 %となったのは D > 200mmのときであり，配管内に 146点以上の測定点が
必要となった．また，入射角を大きくすると誤差が小さくなるものの，その影響は小さ
い．これは，入射角が小さいほど測定点間隔の流れに対する投影長さ ΔL cosθが小さく
なるため，測定点数が増加したためと考えられる． 
 次に，測定体積の大きさ DUS及び ΔLを変化させた結果を Fig. 3-4に示す．このグラ
フから，どちらのパラメータも大きくするほど誤差が増大しているが，DUS よりも ΔL
の影響が大きく，DUSに関わらず測定点が 146点以上のときに Esim < 1 %となった． 
 以上の結果から，UDM による流量計測では，アンサンブル平均による速度の過小評
価よりも離散化誤差による影響が強く，誤差 1%未満での計測のためには配管内に計測
点を 146点以上必要であることがわかった．Fig. 3-5に示すように離散化誤差による流
量誤差は主に壁面近傍における速度の二階微分が大きい領域で顕著になるため，高精度
な流量計測のためには，壁面近傍において ΔLを小さくして計測することが有効である
と考えられる． 
Table 3-1 Analytical parameters 
θ ΔL DUS D Q 
45.1° 1.48 mm  10 mm 200 mm 240 m3/h 
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(a) Influence of flow rate  
 
(b) Influece of pipe diameter 
 
(c) Influence of incident angle 
Fig. 3-3 Influences of measurement conditions on systematic error of flow rate 
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Fig. 3-5 Influence of the discretizing error on flow rate measurement 
 
3.3 マルチウェイブ超音波法 
3.3.1 マルチウェイブ超音波トランスデューサ 
 ΔLを小さくすることで流量計測における誤差を低減できるが，前章で示したように，
高流量条件では ΔL を大きくする必要がある．ΔL を小さくする方法として超音波パル
スの送波周期を短くして反射体粒子の移動距離を短くし，壁面近傍のみの速度分布を計
測する方法が考えられるが，低い基本周波数でこれを行うと，時間エイリアシングと呼
ばれる現象が発生し，一つ前の超音波パルスによる反射波が次の反射波信号に混ざって
しまい，反射波信号の時間遅れから反射体の位置を同定することが困難となる．基本周
波数が高いほど，空間中での超音波の減衰が大きいため時間エイリアシングは起こりに
くい．故に，壁面近傍の空間分解能を向上させるためには，高い基本周波数の超音波パ
ルスを短い送波周期で発信することが有効であると考えられる．そこで，マルチウェイ
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ブ超音波法の流量計測への適用を提案する． 
 マルチウェイブ超音波法とは複数の基本周波数の超音波パルスにより計測する手法
であり，複数の周波数帯域により計測するため信号が相互に影響することなく複数の測
定線による同時計測が可能となる．Fig. 3-6 に本論文で用いたマルチウェイブ超音波ト
ランスデューサを示す．マルチウェイブ超音波トランスデューサは Murakawa ら[3-7],[3-8]
によって気液二相流計測を目的として開発されてきた．このトランスデューサには，中
央部に直径 DUS = 3 mmで基本周波数 f0 = 8 MHz，同心円状に内径 3 mm，外形 DUS = 10 
mmで f0 = 2 MHzの振動子が取り付けられており，それぞれが別々に制御可能となって
いる．このようなトランスデューサを用いることで，同一測定線上で測定体積を可変と
し，壁面近傍における空間分解能を向上させた． 
 
 
Fig. 3-6 Schematic of multi-wave transducer 
 
3.3.2 壁面近傍の空間分解能向上が及ぼす流量計測精度への影響評価 
 3.2 節で用いた手法により壁面近傍における空間分解能向上による流量計測精度への
影響を評価した．Fig. 3-7 に示すように壁面近傍は小さい測定体積，それ以外の領域で
は大きい測定体積の条件で uiを計算し，小さい測定体積で計測する範囲 y8MHzを変化さ
せて流量の誤差 Esimを求めた． 
その結果を Fig. 3-8に示しており， y/D < 0.05の壁面近傍の領域を小さい測定体積で
計測し，その領域に計測点が 16 点以上存在するようにすることで誤差 1%未満で計測
が可能となり，更に，0.05 < y8MHz/Dでは誤差は一定であることがわかった． 
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Fig. 3-7 Evaluation method of influence of y8MHz 
 
 
Fig. 3-8 Influence of y8MHz on measurement error of flow rate 
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3.4 実験方法 
 マルチウェイブ超音波トランスデューサを用いた計測の適用性を検証するため，前章
と同様の設備で実流計測実験を行い，流量は Q = 80 ~ 320 m3/hとした． 
各流量条件における計測パラメータを Table 3-2 に示す．f0 = 2 MHz のセンサによる
計測では，流路全体の速度分布を計測するため T = 0.5 ms に設定した．これに対し，
f0 = 8 MHz による計測では，壁面近傍の速度を計測するために T を小さく設定した．
Eq. (2-6), (2-14)が示すように，f0を大きくすると計測限界速度が小さくなるが，このよ
うに送波周期を短くすることによって計測限界速度を大きくできる．ΔL は前章で議論
した反射体の追従性を考慮して設定した．1つの速度分布を計算するために使う超音波
パルス数 Npulse は f0 = 2 MHz では小さく，f0 = 8 MHz では大きく設定した．これは
f0 = 8 MHzでは測定体積が小さく，超音波反射体からの反射波を得られる確率が低くな
り SN比が低下するためである．Npulseを大きくすると時間分解能 Δτが低下するが，流
量計測においては高い時間分解能は求められず，また f0 = 8 MHz では T 及び Tsが小さ
いため，Npulseを大きくしても f0 = 2 MHzと時間分解能は同程度となる．時間平均速度分
布を算出するために平均する速度分布の数Nprofileは各流量条件において使用する反射波
の数が同じになるように設定した．2 MHzと 8 MHzのセンサを使った計測は，原理上
同時に行うことができるが，計測装置の制限上別々に行った． 
 
Table 3-2 Measurement parameters for multi-wave transducer 
Q f0 T T + Ts ΔL Npulse Δτ Nprofile 
[m3/h] [MHz] [ms] [ms] [mm] [-] [ms] [-] 
80 
2 0.5  0.74 128 64 4000 
8 0.1  0.74 2048 205 250 
160 
2 0.5 0.75 1.48 512 320 2000 
8 0.625  0.74 2048 128 500 
320 
2 0.5 0.6 2.96 512 282 2000 
8 0.1 0.12 0.74 2048 225 500 
 
3.5 実験結果 
 Q = 320 m3/h での 2 MHz および 8 MHz のセンサによる時間平均速度分布計測結果を
を Fig. 3-9に示す．この条件では，両方の計測で帰還速度拡張法を用いており，Eq. (2-6)
から求まる従来手法における計測限界速度よりも高い速度を計測できている．また，
Fig. 3-9(b)から，送波周期を短く設定することにより小さい測定体積でも高い速度を計
測できており，Eq. (2-27)が測定体積の大きさを決める際に有効であることが確認され
た．流量計測精度を評価するため，Fig. 3-10に示すようにこれらの速度分布をつなぎ合
46 
 
わせ，3.3.2項と同様に y8MHzを変化させ，流量の誤差を求めた．その結果を Fig. 3-11の
□のプロットに示す．更に，マルチウェイブ超音波トランスデューサの 2MHzのセンサ
による計測と通常のトランスデューサによる計測を比較するため，Fig. 2-17(a)の
ΔL = 2.96mmの速度分布と Fig. 3-9(b)に示す速度分布をつなぎ合わせたときの流量誤差
を○のプロットで示している．また，実線は 3.3.2 項で示した方法で算出した誤差の理
論値である．○のプロットの傾向は理論値と良く一致しており，y8MHz/D = 0.05で流量の
誤差 EUDM = -0.35 %で最小となった．これに対し，□のプロットは理論値と異なる傾向
を示したものの，y8MHz を増加させることで流量の計測誤差を低減できる傾向を示し， 
y8MHz/D = 0.2 とすることで EUDM = -0.96 %となった．マルチウェイブ超音波トランスデ
ューサでは解析値に比べ y8MHzを大きくする必要があった理由としては，2 MHzのセン
サ形状が影響していると考えられる．3.2 節で述べたように，マルチウェイブ超音波ト
ランスデューサの 2MHzの超音波振動子は中空円状となっているため，センサ付近では
音圧分布が乱れることがわかっている[3-7]．そのため，センサに近い壁面近傍においては
2MHzのセンサによる測定結果の精度が低下する領域が存在し，その領域をカバーする
ように y8MHzを大きくする必要がある． 
 Fig. 3-12に Q = 160 m3/hにおける計測結果を示す．この条件では，2MHzのセンサに
よる測定にのみ帰還速度拡張法を用いており，8MHz では従来手法を用いている．
Fig. 3-12(a)が示すように，2 MHz の測定では，y/D < 0.15 の領域で速度が過小評価され
ており，これは先述した音圧分布の乱れの影響のためと考えられる．このように，超音
波反射体の分布や数密度によって計測精度が低下する領域は変化する．Fig. 3-13に y8MHz
と流量の計測誤差の関係を示す．y8MHz/D = 0.2 において流量誤差は最小となり EUDM = -
-0.41 %であった． 
 Fig. 3-14に Q = 80 m3/hでの計測結果を示す．この条件では，どちらの周波数でも従
来手法を用いて計測した．2MHzによる計測では，壁面近傍の y/D < 0.05の領域で速度
の計測精度が低下した．これは反射体となる気泡の分布が原因と考えられる．流量が低
い場合には反射体となる気泡の数密度を確保することが難しく，このような誤差が発生
することがあり得る．しかしながら，8 MHzによる測定では速度が精度良く測定できて
おり，これは Npulseを増加させたためと考えられる．これらの速度分布における y8MHzと
EUDMの関係を Fig. 3-15に示す．y8MHz/D = 0では EUDM = -5.4%となったが，y8MHzの増加
と共に誤差が減少し y8MHz/D = 0.23で EUDM = -0.44 %となった． 
 いずれの流量条件においても y8MHz/D = 0.2程度にする必要がある結果となった．これ
はセンサから 40mm 程度の領域において 2 MHz の超音波パルスの音圧分布が乱れてお
り，計測精度が低下したためと考えられる．しかしながら，この領域の速度分布を 8 MHz
のセンサによって計測することで壁面近傍の空間分解能を向上でき，流量の計測誤差を
低減できることを示した． 
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(a) 2 MHz 
 
(b) 8 MHz 
Fig. 3-9 Time-average velocity distribution at Q = 320 m3/h 
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Fig. 3-10 Combined velocity distribution at y8MHz/D = 0.12 
 
 
Fig. 3-11 Comparison between normal and multi-wave transducers 
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(a) 2 MHz 
 
(b) 8 MHz 
Fig. 3-12 Time-average velocity distribution at Q = 160 m3/h 
 
 
Fig. 3-13 Comparison between experimental and prospective errors at Q = 160 m3/h 
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(a) 2 MHz 
 
(b) 8 MHz 
Fig. 3-14 Time-average velocity distribution at Q = 80 m3/h 
 
 
Fig. 3-15 Comparison between experimental and prospective errors at Q = 80 m3/h 
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3.6 まとめ 
 UDM による流量計測精度の向上を目的として，マルチウェイブ超音波法の流量計測
への適用を提案し，直径 200 mmの円管内定常軸対称流を対象として実流計測実験を行
った．計測には基本周波数 2 MHzと 8 MHzのセンサを有するマルチウェイブ超音波ト
ランスデューサを用い，それぞれのセンサによる計測範囲について検討した．更に，測
定体積の大きさが流量計測精度に及ぼす影響を解析により評価し実験結果と比較した．
その結果，以下の知見を得た． 
① 測定体積によるアンサンブル平均が及ぼす影響と，速度分布の離散化による影響が
及ぼす流量計測への影響を解析的に評価した．その結果，測定体積が大きいほど計
測誤差が大きくなり，2%程度の誤差が発生しうることを示し，壁面近傍における離
散化誤差が強く影響していることを明らかにした． 
② マルチウェイブ超音波トランスデューサを用いることで計測位置によって測定体
積の大きさを可変とし，測定体積の小さい 8 MHz のセンサでは短い超音波パルス
送波周期で壁面近傍の速度を計測し，測定体積の大きい 2 MHz のセンサでは長い
送波周期で流路全体の速度分布を計測することで壁面近傍における空間分解能を
向上する手法を提案した． 
③ マルチウェイブ超音波トランスデューサの 2 MHz のセンサは中空円状の形状であ
るため，センサ近傍では音圧分布が不安定となり計測精度が低下するが，8 MHzの
センサでこの範囲の速度分布を計測し，それぞれのセンサによって計測された速度
分布を組み合わせることで流路全体の速度分布を高精度に計測できた．  
以上の知見により，帰還速度拡張法による高流量計測の際に問題となっていた空間分
解能の低下を克服でき，直径 200mm の円管において 320 m3/h までの流量を誤差 1%未
満で計測可能であることを示した．マルチウェイブ超音波法による壁面近傍の空間分解
能の向上は，より大きい測定体積が求められる大口径・高流量条件において特に効果的
である．また，測定体積の影響による計測誤差は系統誤差として扱うことが可能であり，
UDMによる流量計測の誤差評価に有用である． 
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第４章 高流量非軸対称流におけるプロファイルファクタの決定 
 
4.1 目的 
伝播時間差式超音波流量計(Time-of-flight ultrasonic flowmeter, TOF)は圧力損失が小さ
く，大口径・高流量計測に適用可能であるなどの特徴から，様々な場面で適用されてい
る流量計である． TOFでは超音波の伝播時間の変化から測定線上の線平均速度を求め，
それをプロファイルファクタ(Profile factor, PF)を使って面平均速度に換算し，流量を算
出している．しかしながら，PFは速度分布に強く依存する[4-1]ため，ベンド部などの上
流条件[4-2]や管内壁面粗さ，レイノルズ数など様々なパラメータの影響によって変化す
る[4-3]．流量計メーカーでは実地の計測条件を再現した校正設備で PFを校正することで
精度を向上させているものの[4-4]，校正設備で計測条件の再現には限界があるため，実地
での精度を補償できていないのが現状であり，実地における PFの校正(オンサイトキャ
リブレーション)が求められている． 
 そこで，流量計測に PFを必要としない超音波パルスドップラ法(UDM)により校正を
行なう，ハイブリッド型超音波流量計が提案されてきた[4-5]．UDMによる計測は流体中
に超音波の反射体が含まれている必要があり，適用先によっては必ずしも常用出来ない
欠点があるが，ハイブリッド型超音波流量計では，校正時にのみ UDMを用い，通常時
は TOF により流量を計測する．しかしながら，従来の UDM では計測可能な流量限界
が TOFに比べ小さく[4-6]，低流量の条件しか PFを校正できなかった． 
 そこで本章では，帰還速度拡張法を用いた UDMによるオンサイトキャリブレーショ
ンの有効性の検証を目的として，直径 200 mmの円管における高流量非軸対称流を対象
として UDMによる流量計測を行い，PFを校正することによって TOFの計測精度が向
上できることを示す． 
 
4.2 ハイブリッド型超音波流量計 
 TOFの概略図を Fig. 4-1に示す．TOFでは向かい合わせに取り付けた 2つの超音波セ
ンサで超音波パルスの送受信を行い，流れによる伝播時間の変化 Δt を次式から検出し
ている． 
    ttttt 
2
1
 (4-1) 
ここで，t は静止水中における超音波の伝播時間であり，音速やセンサ間距離によって
変化するが，Eq. (4-1)のように，上流から下流，下流から上流の伝播時間の差をとるこ
とによって直接 Δt を求められる．伝播時間の差の算出には相互相関関数を用いる手法
が一般的[4-7], [4-8]であり，本論文でもその手法を用いた．Δt と測定線上の線平均速度 VL
には以下のような関係がある． 
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t
D
c
V 
tan
2
L  (4-2) 
Eq. (4-2)が示すように，TOFでは VLは直接得ることができるが，一般に VLと流量は一
対一の関係になく，速度分布によって変化する．そこで，VLを面平均速度 VAに換算す
るため，次式で表される PF(Profile Factor)を用いる． 
L
A
V
V
PF   (4-3) 
PFを使って流量 Qは以下のように表せる． 
L
2
4
V
D
PFQ 

 (4-4) 
ハイブリッド型超音波流量計では，PFは UDMによって計測された流量 QUDMによって
決定され，以下の式で求められる． 
4
2
L
UDM
DV
Q
PF

  (4-5) 
 
 
Fig. 4-1 Measurement principle of TOF 
 
4.3 実験方法及び条件 
 本章では，Fig. 4-2 に示すように，伝播時間と速度分布を同時計測できる計測システ
ムを開発し，計測を行った．本研究では定常流を対象としているが，応用上では非定常
流となることも考えられるため，同時計測により PFを校正することが好ましい．本章
では，前章と同じ実験設備で実験を行った．Fig. 4-3(a)に示すように計測部の 8D上流に
開口率 0.66 の邪魔板を挿入することによって非軸対称流を発生させた．非軸対称流に
おけるUDMの流量計測では放射状配置の測定線が有効であることが先行研究で示され
ており[4-9]~[4-11]，本研究でも Fig. 4-3(b)に示すように放射状配置の 3本の測定線で計測を
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行った．図に示すように，測定線 A~C にはそれぞれトランスデューサ①④，②⑤，③
⑥を向かい合わせに設置している．このように邪魔板を挿入することでベンド部下流で
の速度分布を再現した．なお，実験は邪魔板を挿入しない軸対称流条件でも行った． 
 軸対称・非軸対称流における計測パラメータをそれぞれ Table 4-1, 4-2に示す．計測
は通常の f0 = 1 MHz の超音波トランスデューサを用いて行っており，流れに対して
θ = 45.1°で設置した．流路全体の速度分布を計測するため T = 0.5 ms とした．また，流
量に応じて Ts を変化させ，速度エイリアシングが発生しないように軸方向に換算した
最大計測速度 Umaxを設定した． 
 
 
Fig. 4-2 Schematic of developed system for simultaneous measurement  
of velocity profile and transit time 
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Table 4-1 Measurement parameters of the UDM for symmetrical flow 
Q [m3/h] ΔL [mm] T [ms] T + Ts [ms] Umax [m/s] 
80 1.48 
0.5 
 1.05 
160 1.48 0.667 3.14 
240 2.96 0.600 5.23 
320 2.96 0.583 6.28 
400 2.96 0.583 6.28 
500 2.96 0.571 7.33 
 
Table 4-2 Measurement parameters of the UDM for asymmetrical flow 
Q [m3/h] ΔL [mm] T [ms] T + Ts [ms] Umax [m/s] 
80 1.48 
0.5 
0.750 2.09 
160 1.48 0.667 3.14 
240 2.96 0.600 5.23 
320 2.96 0.571 7.33 
400 4.44 0.563 8.37 
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(a) Schematic of the test section 
 
(b) Alignment of ultrasonic transducers 
Fig. 4-3 Installation of obstacle plate and ultrasonic transducers 
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4.4 実験結果 
4.4.1 伝播時間を利用した時間平均速度分布の計測精度向上 
 流量 Q = 240, 400 m3/h，軸対称及び非軸対称流における時系列の伝播時間差 Δt の計
測結果を Fig. 4-4に示す．これらの速度分布は Fig. 4-3(b)のトランスデューサ①によっ
て計測したものである．伝播時間差は全ての超音波パルスについて計測したため，T及
び T + Tsが計測間隔となる．流量が大きいほど，また，軸対称流より非軸対称流の方が
Δtの時間的変動が大きくなった． 
次に，UDMによる速度分布計測結果から求めた線平均速度 VL, UDMと，Eq. (4-2)によ
り Δt から求めた線平均速度 VL, TOF を比較したグラフを Fig. 4-5 に示す．UDM では
Npulse = 512として速度分布を算出しているため， VL,TOFに平均数 512の移動平均を適用
することで時間分解能をあわせた．また，VL, TOFの±5%の値を破線で示している．軸対
称流の条件では，これらの VLの傾向は良く一致している．完全に一致しない理由とし
ては，主に UDMの速度分布計測における誤差が原因と考えられる．VLの計測において
は UDM よりも TOF の方が高精度であると考えられるため，一致している条件では
UDM が正しく速度分布を計測できていることを示している．これに対し，非軸対称流
の二条件では一致しない時刻が多く存在する． 
この傾向が最も顕著である非軸対称流の Q = 400 m3/hにおける速度分布を Fig. 4-6に
示しており，(a)がよく一致するとき，(b)が一致しないときの一例である．このように，
これらの VLが一致しないときには速度分布が正しく計測されていないと判断できる．
そこで，Fig. 4-7 に示すように，VL, TOFの±5%の範囲を超えて VL, UDMが計測された場合
にはその速度分布を計測不良として除外した．  
 このように，伝播時間に基づいて計測不良の速度分布を判定することで，時間平均速
度分布の精度を向上させた． 
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(a) Symmetrical flow, Q = 240 m3/h (b) Asymmetrical flow, Q = 240 m3/h 
  
(c) Symmetrical flow, Q = 400 m3/h (d) Asymmetrical flow, Q = 400 m3/h 
Fig. 4-4 Fluctuation of time-series Δt  
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(a) Symmetrical flow, Q = 240 m3/h (b) Asymmetrical flow, Q = 240 m3/h 
  
(c) Symmetrical flow, Q = 400 m3/h (d) Asymmetrical flow, Q = 400 m3/h 
Fig. 4-5 Comparison of VL, TOF and VL, UDM 
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(a) A well-measured velocity profile 
 
(b) An erroneous velocity profile 
Fig. 4-6 Examples of velocity profiles under asymmetrical flow condition at Q = 400 m3/h 
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(a) Symmetrical flow, Q = 240 m3/h (b) Asymmetrical flow, Q = 240 m3/h 
  
(c) Symmetrical flow, Q = 400 m3/h (d) Asymmetrical flow, Q = 400 m3/h 
Fig. 4-7 After eliminating bad accuracy data based on VL, TOF 
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4.4.2 流量計測精度に及ぼす測定線数の影響 
 1000 個の速度分布に対して，VLに基づいて計測不良の速度分布を除外した後にそれ
らを平均し，時間平均速度分布を算出し，約 20 分間の時間平均値となっている．軸対
称流における結果を Fig. 4-8に示す．0 < y < 100はトランスデューサ①，100 < y < 200
の速度分布はトランスデューサ④によって計測している．前章までで示したように，軸
対称流においては，1つのトランスデューサによる測定結果から流量を算出できる． 
 
 
Fig. 4-8 Time-average velocity profiles under symmetrical-flow condition measured with 
transducers of No. 1 (Black) and 4 (Red) 
 
Fig. 4-9には非軸対称流におけるそれぞれの測定線による計測結果を表しており，そ
れぞれのトランスデューサでは流路中央部まで速度分布を計測している．Q = 240 m3/h
未満の条件では，反射体となる気泡がトランスデューサの設置部に滞留するため，測定
線Cの 100 < y < 200の領域(トランスデューサ③の計測範囲)の速度分布を計測していな
い． 
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(a) Q = 80 m3/h (b) Q = 160 m3/h 
  
(c) Q = 240 m3/h (d) Q = 320 m3/h 
 
(e) Q = 400 m3/h 
Fig. 4-9 Tine-average velocity profile under asymmetrical-flow condition 
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 流量算出の際，3.2 節で示した解析方法で測定体積の影響による流量の計測誤差を算
出し，これを系統誤差として補正した．Fig. 4-10に解析によって得られた誤差 Esimを示
しており，解析条件は Q = 320 m3/h とし，θ や D等は実際の計測条件に合わせている．
3.2 節における結果から，流量による Esimへの影響は小さいため，このときの誤差を系
統誤差として採用した．それらの値を Table 4-3にまとめている． 
 
 
Fig. 4-10 Systematic error of flow-rate measurement with the UDM 
 
Table 4-3 Relationships between ΔL and systematic errors of the flow rate in the UDM 
ΔL [mm] 1.48 2.96 4.44 
EQ [%] -1.34 -1.79 -2.45 
 
 以上のように補正した上で，非軸対称流において流量算出に用いる測定線数を変化さ
せたときの流量計測誤差 EUDMを Fig. 4-11に示す．(a)に Q = 320 m3/h，(b)に Q = 400 m3/h
のときの結果を示す．1つのトランスデューサによる計測結果から流量を算出した場合
には最大で±8%程度の誤差となるが，用いる測定線数を増やすことで誤差が減少した．
用いるトランスデューサの数が 3と 6個の場合で誤差が一定であったため，本実験条件
では，3個のトランスデューサによって速度分布を計測することで，流量の計測誤差を
低減できると考えられる． 
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(a) Q = 320 m3/h 
 
(b) Q = 400 m3/h 
Fig. 4-11 Effect of number of transducers on measurement accuracy of flow rate 
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 Fig. 4-12及び Table 4-4に流量計測の誤差を示す．このように，軸対称流では 1個，
非軸対称流では 3個のトランスデューサによって速度分布を計測し，測定体積の影響を
系統誤差として補正することで，誤差±0.3%未満での流量計測を実現した． 
 
 
Fig. 4-12 Error of flow rate measured by using UDM 
 
Table 4-4 Result of flow rate errors for symmetrical- and asymmetrical-flow 
Q [m3/h] 80 160 240 320 400 500 
EUDM [%] 
symmetrical -0.12 -0.01 -0.29 -0.25 -0.20 0.09 
asymmetrical -0.16 -0.31 -0.29 -0.19 -0.25  
 
4.4.3 プロファイルファクタの決定 
 次に，UDMによって得られた流量 QUDMを用いて Eq. (4-5)により PFを求めた．軸
対称流では測定線 Aにおける伝播時間の計測結果から，非軸対称流では 3本それぞれ
の伝播時間の計測結果から PFを求めた．伝播時間は時間平均値を用いた．その結果を
Fig. 4-13に示している．どの測定線においても軸対称流よりも非軸対称流の方が PFは
大きくなった． 
 得られた PFを用いて Eq. (4-3)により流量を算出した結果を Fig. 4-14に示す．非軸対
称流においては測定線によって PFは変化するものの，速度分布及び測定線に固有の PF
を用いることで，TOFによって誤差±1%程度で流量を計測可能であることを示した． 
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Fig. 4-13 Profile factor based on reading of the UDM for symmetrical and asymmetrical flow 
 
 
Fig. 4-14 Error of flow rate measurement using TOF with UDM-based PF 
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4.5 まとめ 
 帰還速度拡張法を用いたUDMによるオンサイトキャリブレーションの有効性の検証
を目的として，伝播時間と速度分布を同時計測できるハイブリッド型超音波流量計の計
測システムを開発した．直径 200mm の円管における高流量非軸対称流を対象として
UDM による流量計測を行った．計測部の上流に邪魔板を挿入することによって非軸対
称流を発生させ，また，測定線は放射状配置とした．その結果，以下の知見を得た． 
① 同時刻における伝播時間から求めた線平均速度と，UDM により計測した線平均速
度を比較し，これらの差が 5%を超える場合には，UDMの計測結果を不良として平
均速度の計算から除外することにより，UDM の時間平均速度分布の計測精度を向
上させることができた． 
② 測定線数を適切に設定して UDMで速度分布を計測することで，速度分布に関わら
ず高精度な流量計測を実現できることを示した． 
③ UDMによって得られた流量に基づいて，それぞれの測定線における PFを求め，速
度分布及び測定線に固有の PFを適用することで，TOFによる流量計測精度を向上
できることを示した． 
以上の知見により，非軸対称流においても，帰還速度拡張法を用いた UDMで複数の
測定線により速度分布計測を行うことで流量を高精度に評価できた．更に，得られた流
量に基づいて PF を校正することで，TOF の流量計測精度が向上できることを示した． 
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第５章 総括 
  
本論文では，オンサイトキャリブレーションの手法としてのハイブリッド型超音波流
量計の有効性を示すことを目的として，UDM の適用範囲の拡張及び精度向上を行なっ
た．本章では，各章ごとに得られた知見及び結論を総括する． 
 
第２章では，UDM の計測限界速度の拡張を目的として，2 つの周期で超音波パルス
を発信する帰還速度拡張法の流量計測への適用を提案し，直径 200mmの円管内定常軸
対称流を対象として速度分布および流量計測を行い，計測パラメータについて検討した．
その結果，以下の知見を得た． 
(2-1) 高流量条件では，二周期法による計測精度が低下し，折り返し回数の誤判定の
頻度が増加するため，二周期法による計測結果に移動平均を適用することを提
案し，移動平均数について検討した．その結果，平均数を 3 に設定することで
大幅に誤判定を減少させることができた． 
(2-2) 高流量条件では，超音波反射体の移動を追従できるように測定体積を大きくす
る必要がある．測定体積が追従できる最大の速度を幾何的に求め，その速度が
流れ場の速度の 1.3 倍以上となるように設定することで，速度を計測すること
ができた． 
 以上の知見により直径 200 mmの円管において 500 m3/hまでの流量を誤差 3%程度で
計測可能であることを示し，1つの周期で超音波パルスを発信する既存の UDMに比べ
て約 6倍の流量計測を可能とした．これにより，発電プラントで求められる大口径・高
流量計測への UDMの適用を可能とした． 
 
第３章では，UDM による流量計測精度の向上を目的として，マルチウェイブ超音波
法の流量計測への適用を提案し，直径 200 mmの円管内定常軸対称流を対象として実流
計測実験を行った．計測には基本周波数 2 MHzと 8 MHzのセンサを有するマルチウェ
イブ超音波トランスデューサを用い，それぞれのセンサによる計測範囲について検討し
た．更に，測定体積の大きさが流量計測精度に及ぼす影響を解析により評価し実験結果
と比較した．その結果，以下の知見を得た． 
(3-1) 測定体積によるアンサンブル平均が及ぼす影響と，速度分布の離散化による影
響が及ぼす流量計測への影響を解析的に評価した．その結果，測定体積が大き
いほど計測誤差が大きくなり，2%程度の誤差が発生しうることを示し，壁面近
傍における離散化誤差が強く影響していることを明らかにした． 
(3-2) マルチウェイブ超音波トランスデューサを用いることで計測位置によって測定
体積の大きさを可変とし，測定体積の小さい 8 MHzのセンサでは短い超音波パ
ルス送波周期で壁面近傍の速度を計測し，測定体積の大きい 2 MHzのセンサで
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は長い送波周期で流路全体の速度分布を計測することで壁面近傍における空間
分解能を向上する手法を提案した． 
(3-3) マルチウェイブ超音波トランスデューサの 2 MHzのセンサは中空円状の形状で
あるため，センサ近傍では音圧分布が不安定となり計測精度が低下するが，
8 MHz のセンサでこの範囲の速度分布を計測し，それぞれのセンサによって計
測された速度分布を組み合わせることで流路全体の速度分布を高精度に計測で
きた． 
以上の知見により，帰還速度拡張法による高流量計測の際に問題となっていた空間分
解能の低下を克服でき，直径 200mm の円管において 320 m3/h までの流量を誤差 1%未
満で計測可能であることを示した．マルチウェイブ超音波法による壁面近傍の空間分解
能の向上は，より大きい測定体積が求められる大口径・高流量条件において特に効果的
である．また，測定体積の影響による計測誤差は系統誤差として扱うことが可能であり，
UDMによる流量計測の誤差評価に有用である． 
以上，第 2章及び第 3章で得られた知見により，他の流量計測技術では適用が難しい
大口径・高流量において，UDMによる高精度な流量計測を実現した． 
 
 第４章では，帰還速度拡張法を用いた UDMによるオンサイトキャリブレーションの
有効性の検証を目的として，伝播時間と速度分布を同時計測できるハイブリッド型超音
波流量計の計測システムを開発した．直径 200mmの円管における高流量非軸対称流を
対象として UDMによる流量計測を行った．計測部の上流に邪魔板を挿入することによ
って非軸対称流を発生させ，また，測定線は放射状配置とした．その結果，以下の知見
を得た． 
(4-1)  同時刻における伝播時間から求めた線平均速度と，UDMにより計測した線平均
速度を比較し，これらの差が 5%を超える場合には，UDMの計測結果を不良と
して平均速度の計算から除外することにより，UDMの時間平均速度分布の計測
精度を向上させることができた． 
(4-2) 測定線数を適切に設定して UDM で速度分布を計測することで，速度分布に関
わらず高精度な流量計測を実現できることを示した． 
(4-3) UDMによって得られた流量に基づいて，それぞれの測定線における PFを求め，
速度分布及び測定線に固有の PF を適用することで，TOF による流量計測精度
を向上できることを示した． 
 以上の知見により，非軸対称流においても，帰還速度拡張法を用いた UDMで複数の
測定線により速度分布計測を行うことで流量を高精度に評価できた．更に，得られた流
量に基づいて PF を校正することで，TOF の流量計測精度が向上できることを示した． 
 
本論文で得られた以上の知見により，オンサイトキャリブレーションの手法として
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UDM が有効であることが示された．これにより，ハイブリッド型超音波流量計の適用
性を示しただけでなく，既存の TOF においても UDM を組み込むことで精度向上が可
能となった．また，本論文では定常流のみを対象としたものの，配管内の速度分布と超
音波パルスの伝播時間の同時計測を行うハイブリッド型超音波流量計は，流量が非定常
な条件においても適用可能であると考えられ，より広範な流動条件における流量計測へ
の適用が期待できる． 
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主な使用記号 
 
記号 意味 単位 
A 配管断面積 m2 
a レイノルズ数によって決まるパラメータ - 
B 磁束密度 Wb/m2 
C 換算係数 - 
c 音速 m/s 
D 配管内径 m 
DUS 超音波センサ径  
E 起電圧 V 
Esim 解析によって求められる流量と真の値との誤差 % 
EUDM UDMによる計測結果と参照流量計との誤差 % 
f0 基本周波数 Hz 
fd ドップラ周波数 Hz 
G 測定体積による計測速度への影響を表すパラメータ m2 
Lmax 測定線方向の最大計測範囲 m 
m ナイキスト数 - 
Ncycle 1つの超音波パルスに含まれるサイクル数 - 
Npulse 1つの速度分布計算するために使う反射波信号の数 - 
n 移動平均数 - 
p 圧力 Pa 
PF プロファイルファクタ - 
Q 流量 m3/h 
R 管半径 m 
T 送波周期 s 
Ts 二周期法における 2つの送波周期の差 s 
Re レイノルズ数 - 
U 軸方向速度 m/s 
Umax 軸方向の最大計測速度 m/s 
u 軸方向の計測速度  
?̅? 断面平均速度 m/s 
VL 流れ方向の線平均速度 m/s 
Vmax 測定線方向の最大計測速度 m/s 
v 測定線方向の計測速度 m/s 
vallow 幾何的に求まる測定体積が追従できる最大の速度 m/s 
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?̅? 流れ方向の測定体積の平均の厚さ m 
y 壁面からの距離 m 
ymax 壁面からの最大計測範囲 m 
y8MHz 8 MHzのセンサによる計測範囲 m 
Δt 伝播時間差 s 
Δx パルス送波周期における反射体の移動距離 m 
Δτ 超音波パルスドップラ法における時間分解能 s 
Δφ 反射波の位相差 rad 
θ 超音波入射角 rad 
ρ 密度 kg/m3 
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